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請負工事費の計算例解説
請負工事費算出条件年は次のとおりとする。

・施工場所：市街地
・前払い金：なし
契約保証：全額保証
・直接工事費：２１，８２８，０００円
・直接工事費のうち管材費は、１２，４３５，２００円

１．直接工事費
直接工事費のうち、管材費を別に計算する。ここでは、１２，４３５，２００円

２．共通仮設費
　（１）率計算によるもの
　　①直接工事費のうち、管材費を表Ⅰ　４．１．２より１/２を算出し、それを控除する。

２１，８２８，０００-（１２，４３５，２００/２）＝１５，６１０，４００
　　②　直接工事費に含まれる処分費については、表Ⅰ　４．１．２より算出する。
　　　　処分費等は、「共通仮設費対象額（Ｐ）+準備費に含まれる処分費」に占める割分３％
　　　　を基準にして考慮する。

６６２，７００―１５，６１０，４００×０．０３＝１９４，３８８
　　③　本例では処分費等の占める割合が３％を超えているので、処分費等のうち上記の
　　　金額の３％を超える金額は経費計算例の対象に入らないため控除する。

１５，６１０，４００-１９４，３８８＝１５，４１６，０１２
　　④共通仮設費対象額（Ｐ）

Ｐ＝１５，４１６，０１２
　　⑤　上記の金額で支給品があれば、管材のときは、その金額の１/２を、一般材料で
　　　　あれば全額を加算する。
　　⑥　④の金額が、共通仮設費率計算額の根拠となり、率を表Ⅰ　４．２．２より算出する。
　　　　共通仮設費率（Ｋｒ）＝Ａ×Ｐｂより
　　　　Ｋｒ＝４８５．４×１５，４１６，０１２-０.２２３１

　　　　　　=0.1209
また、表Ⅰ　４．２．３より補正率も加算する。

　　⑦　率による共通仮設費
共通仮設費＝１５，４１６，０１２×（１２．０９％+２％）＝２，１７２，１１６、

　（２）　積み上げ計算によるもの
運搬費、準備費、安全費（表Ⅰ　４．２．１を参照
１，２２３，０８４　（仮定）

　（３）共通仮設費
（１）の⑦+（２）より
２，１７２，１１６+１，２２３，０８４＝３，３９５，２００

３．　純工事費
直接工事費と共通仮設費を合計したものである。
２１，８２８，０００+３，３９５，２００＝２５，２２３，２００

４．　現場管理費
　　①　純工事費から管材費１/２を控除する。　

２５，２２３，２００-（１２，４３５，２００/２）＝１９，００５，６００
　　②　処分費計算対象額を引く。

１９，００５，６００-１９４，３８８＝１８，８１１，２１２
　　③　上記の金額から支給品があれば、管材費ならその金額の１/２を、一般材料は全額を
　　　　加算する。
　　　　対象純工事費（Ｎｐ）＝純工事費－(管材費/２）－処分費等＝１８，８１１，２１２



　　④．　現場管理費率を表Ⅰ　４．３．１より算出する。
　　　　現場管理費率（Ｊｏ）＝Ａ×Ｎｐｂ

　　　　Ｊｏ＝１０３．１×１８，８１１，２１２-０．０９７７

　　　　　　=0.2007
　　⑤　現場管理費
　　　表Ⅰ　４．３．１の現場管理費率と表Ⅰ　４．３．２の補正率より現場管理費を算出する。
　　　　現場管理費＝対象純工事費（Ｎｐ）×（現場管理費率（Ｊｏ）＋補正率）　より

１８，８１１，２１２×（２０．０７％+１．５％）＝４，０５７，５７８

５．　工事原価　（Ｃｐ）
３＋４の⑤より
２５，２２３，２００+４，０５７，５７８＝２９，２８０，７７８

６．一般管理費等
　　①　一般管理費計算対象額は、５．工事原価から処分費計算対象額を引く。

２９，２８０，７７８-１９４，３８８＝２９，０８６，３９０
　　②　表　Ⅰ　４．４．１の一般管理費率より一般管理費を算出する。
　　　　一般管理費率（Ｇｐ）＝－２．５７６５１×Ｌｏｇ（Ｃｐ）+３１．６３５３１　より
　　　　Ｇｐ＝―２．５７６５１×Ｌｏｇ（２９，０８６，３９０）+３１．６３５３１
　　　　　　=0.1241

２９，０８６，３９０×１２．４１％＝３，６０９，６２１
　　③一般管理費＝工事原価（Ｃｐ）×一般管理費率（Ｇｐ）より

２９，２８０，７７８×１２．４１％＝３，６３３，７４５
　　④　契約保証費を加算する。

２９，２８０，７７８×０．０４％＝１，１７１、２３１
　　⑤　一般管理費等
　　　　③、④を合計する。

３，６３３，７４５+１，１７１，２３１＝４，８０４，９７６

７．共通費
共通仮設費： 　３，３９５，２００ ２の（３）
現場管理費： 　４，０５７，５７８ ４の⑤
一般管理費等：４，８０４，９７６ ６の⑤
　　　計　　　　１２，２５７，７５４

８．工事価格
　　　　　　　直接工事費＋共通費（７）

２１，８２８，０００+１２，２５７，７５４＝３４，０８５，７５４


